
 

綾瀬市公告 

  地方自治法施行令の規定に基づき、一般競争入札の参加資格等必要事項を次のとお

り公告します。 

    令和８年９月１５日 

 

                                       綾瀬市長 橘 川 佳 彦 

 

１ 入札に付する事項 

  (1) 入札件名 

別紙工事概要書（以下「概要書」という。）のとおり 

  (2) 履行場所、履行期間、工事概要、入札参加要件 

かながわ電子入札共同システム（以下「システム」という。）の入札情報サー

ビスシステムに掲載及び綾瀬市総務部管財契約課で公表 

２  入札参加者に必要な資格に関する事項 

  (1) 入札に参加するためには、公告日から落札決定までの全期間に渡って、次に

掲げる要件をすべて満たしていることを要する。（「ア」は公告日の前日時点か

ら落札決定まで満たしていること。「ケ」は落札候補者審査時に満たしているこ

と。） 

ア システムにおいて令和７・８年度綾瀬市入札参加資格者名簿（工事）に登載

されている者で、入札案件ごとに指定された営業種目及び希望細目の登録を認

められていること。  

  イ 有効な経営事項審査結果通知を受けている者であること。 

ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「令」という。）第１６

７条の４に掲げる者でないこと。 

   エ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条に規定する指示又は営業停

止を受けていない者であること。 

   オ 綾瀬市入札参加資格者資格停止要綱（平成１７年４月１日施行）に基づく

入札参加資格の停止を受けていない者であること。 

  カ 本市発注工事（管財契約課発注分）の近接請負業者でないこと。 

  キ 債務の不履行により、所有する資産に対し、仮差押え、保全差押え又は差押

えの命令及び競売手続きの開始決定を受けている者でないこと。 

ク 法人税、消費税及び地方消費税、法人事業税、法人都道府県民税、法人市町



 

村民税を滞納している者でないこと。 

ケ 技術者を専任で配置しなければならない工事の場合、発注工種に係る建設業

法第２６条の技術者を配置できる者であること。 

  コ 綾瀬市暴力団排除条例（平成２３年条例第９号）第２条第２号に掲げる暴力   

   団、同条第４号に掲げる暴力団員等又は同条５号に掲げる暴力団経営支配法人 

   等に該当する者でないこと。 

  サ 社会保険等（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の全て）に加入している

者であること。なお、法令に基づき適用が除外となる者は除く。 

 (2) 入札参加資格の確認申請手続き 

   ア 入札参加希望者は、競争参加資格確認申請書をシステムにより概要書に記

載した指定日時までに提出するものとし、提出がない場合は理由の如何を問

わず入札参加申請を受け付けないものとする。 

    なお、「参加資格要件をご確認ください」のメッセージが出た場合でも資格

を備えていることが自己確認できた場合は、総務部管財契約課に連絡した上

で申請を行う。公告日以前のデータで準備しているため、その後資格を備え

た場合等にもメッセージが出ることがある。 

  イ 申請者には、入札参加資格の有無について、競争参加資格確認通知書をシス

テムにより、概要書に記載した日までに発行するものとする。 

 (3) 疑義申立による無効とした入札 

疑義申立による無効とした入札の再度公告入札は、「無効とした入札の参加資

格の認定を受け、かつ入札書を提出（辞退・不着不可）した者であること」を入

札参加資格要件とする。 

３ 設計金額等に関する事項 

 (1) 設計金額は事前公表とし、概要書に記載する。 

(2) 設計金額と予定価格は同額とし、予定価格を超える金額で入札した場合は、失

格とする。 

４ 入札に係る書類に関する事項 

設計図書等は、かながわ電子入札共同システムの入札情報サービスシステムに公

告日から掲載することにより配布に代えるものとする。 

ただし、別途指定がある入札案件の場合は、指定日時に綾瀬市総務部管財契約課

窓口で無償貸与する。 

５ 契約条項を示す場所 



 

  綾瀬市早川５５０番地 

綾瀬市役所総務部管財契約課 

６  開札の日時及び場所 

  概要書のとおり 

７ 入札方法等に関する事項 

 (1) この入札は、システムを利用して行う「電子入札」の方法により執行する。 

執行にあたっては、綾瀬市電子入札実施要綱及び電子入札運用基準に基づき行う。 

 (2) 入札の執行回数は、１回とする。 

(3) 入札にあたっては、システムを利用し入札金額内訳書を提出すること。 

 (4) 入札を辞退する場合は、システムで辞退手続きを行うこと。 

ただし、システムでの手続きができないときは、書面による辞退届の提出によ

り、入札を辞退できるものとする。 

入札書が不着の場合には、次回日以降に行う入札公告案件に参加できないこと

がある。 

(5) 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額の１００分の１０に相当する

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額。ただ

し、単価契約は除く。）を加算した金額をもって落札金額とするので、入札参加

者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問

わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記

載すること。 

(6) 入札にあたっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律等に違反

することのないよう十分注意すること。 

   なお、後日、不正な行為が判明した場合には、契約の解除の措置をとることが

ある。 

８ 疑義の申立てに関する事項 

(1) 開札後、落札決定を保留し、予定価格の範囲内で最低制限価格以上の価格の

入札金額のうち最も低い額（消費税及び地方消費税抜きの額とする。）を電子入

札システムで通知する。 

(2) 疑義申立てができる期間（以下「疑義申立期間」という。）は、開札後から

開札日の翌日（土曜日、日曜日及び祝祭日並びに年末年始を除く。）の正午まで

とし、疑義申立てができる者は、当該入札案件について入札書（辞退は除く。）

を提出した者に限るものとする。なお、綾瀬市工事請負契約の入札に係る疑義申



 

立て手続に関する取扱要綱第３条に規定する設計書については、疑義申立期間内

のみ、システムの入札情報サービスシステムに掲出する。 

(3) 疑義申立期間内に疑義申立てがなかった場合は、当該期間の終了後速やかに

電子入札システムにより落札決定通知書を送信する。 

(4) 疑義申立期間内の疑義申立てがあった場合は、入札書を提出した者に対し電

子入札システムにより落札保留通知書を送信し、かつ、当該疑義申立ての内容を

調査する。 

(5) 疑義申立てにより設計誤りが判明した場合、入札を無効とし、改めて入札執

行する。 

(6) その他疑義申立ての対応については、別に定める「綾瀬市工事請負契約の入

札に係る疑義申立て手続に関する取扱要綱」に基づき行うものとする。 

９ 入札の無効に関する事項 

  次の各号のいずれかに該当すると認められるものの入札は無効とする。 

 (1) 条件として示した競争参加資格を満たさない者が行ったもの 

  (2) 一般競争入札参加資格の確認申請に必要な書類について虚偽の記載をした者が 

    行ったもの 

  (3) 入札金額内訳書の提出がなかったもの 

(4) 前各号に定めるもののほか、市長の定める条件に違反したもの 

１０ 入札保証金に関する事項 

綾瀬市契約規則（昭和５３年綾瀬町規則第２９号。以下「契約規則」という。） 

第８条第３号により免除する。 

１１ 最低制限価格に関する事項 

(1) 令第１６７条の１０第２項の規定により、最低制限価格を設定する。 

(2) 最低制限価格は、予定価格算出の基礎となった次のア、イ、ウ、エに掲げる額 

（消費税及び地方消費税を除く（以下「税抜き」という。）。）の合計額に千円 

未満切捨てし１００分の１１０を乗じて得た額とする。 

ア 直接工事費の額に１００分の９７を乗じて得た額 

イ 共通仮設費の額に１００分の９０を乗じて得た額 

ウ 現場管理費の額に１００分の９０を乗じて得た額 

エ 一般管理費等の額に１００分の６８を乗じて得た額 

なお、「エ 一般管理費等の額」については、工事価格を万円止めにするために

調整した額とする。 



 

(3) 上記 (2)で算出された額が次のア、イに該当する場合は、次により算出され 

た額とする。 

ア 予定価格の１００分の７５を下回る場合は、予定価格（税抜き）に１００分

の７５を乗じて得た額を千円未満切上げし、１００分の１１０を乗じて得た額

とする。 

イ 予定価格の１００分の９２を上回る場合は、予定価格（税抜き）に１００分

の９２を乗じて得た額を千円未満切捨てし、１００分の１１０を乗じて得た額

とする。 

(4) 単価契約案件については、前２号に掲げるもので「千円未満」とあるのは「１ 

円未満」と読み替えるものとする。 

１２ 入札の中止等に関する事項 

(1) 入札参加者が２者に満たないときは、入札を中止する。ただし、概要書に記

載の入札参加要件（所在地要件）を「第３区域」、「第４区域」、「第５区域」

又は「第６区域」に設定した案件については、１者以上の入札参加者をもって行

うものとする。 

(2) 市長が必要と認めるときは入札を中止、延期又は取消しをする。 

(3) 上記 (1)及び (2)の場合において、当該入札のために伴った不利益や問題が

発生したとしても、綾瀬市は一切の責を負わないものとする。 

１３ 落札候補者及び落札者の決定に関する事項 

(1) 綾瀬市が定めた予定価格以下で最低制限価格以上の価格をもって入札をした

者のうち、最低の価格をもって入札したものを落札候補者とする。 

ただし、同価のため複数の者が落札候補者となった場合は、落札候補者全員に

ついて審査をした上で、システムによるくじ引きにより落札者を決定する。 

(2) 落札候補者に対しての連絡方法は、メール等で行うものとし、落札候補者と

して連絡を受けた者は、概要書に記載の書類を指定された日時までに綾瀬市総務

部管財契約課へメール（wm.705642@city.ayase.kanagawa.jp）、ファックス又は

持参にて提出するものとする。メールで提出する場合は、メール送信後、必ず電

話連絡を行うこと。 

(3) 本公告入札案件について提出する配置技術者等は、同一人で複数案件の提出

を可とする。この場合、開札順に技術者等を配置するので、当該技術者等の配置

が決定した後の同技術者等配置予定案件に係る入札は無効とするので十分注意す

ること。 



 

(4) 落札候補者について競争参加資格を審査し、要件を満たしていることが確認

できた場合に当該落札候補者を落札者として決定する。落札者を決定後、システ

ムにより各入札参加者に通知する。 

(5) 審査の結果、その者が要件を満たしていることが確認できないときは、当該

落札候補者の入札を無効とし、順次、価格の低い入札者について同様の審査を行

い、落札者を決定するものとする。 

１４ 契約保証金に関する事項 

   契約規則の規定によるものとする。 

１５ 契約金（前払金、部分払金、完成払金）に関する事項 

   契約約款及び契約規則の規定によるものとする。 

１６ 落札から契約締結までに関する事項 

 (1) 落札者が契約締結までに２の (1)で掲げた競争参加資格のうち、一つでも満 

たさなくなった場合は契約を締結しないものとする。 

 (2) 契約の締結にあたっては、契約書の作成に要する費用は落札者の負担とする。 

 (3) 契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

  (4) 綾瀬市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和

３９年綾瀬町条例第１５号）第２条の規定に該当する場合は、仮契約書を作成し、

綾瀬市議会の議決を経たとき、本契約書として成立するものとする。 

   なお、議会の議決が得られない場合には、仮契約を無効とする。この場合にお 

いて落札者は損害の賠償を請求することはできないものとする。 

  (5) 万一、システムに障害が発生した場合は、入札を中止、延期又は取消しするこ 

とがある。 

(6) 建設業法第２０条の２第２項の規定に基づき、工期又は請負代金の額に影響を

及ぼす事象が発生するおそれがあると認めるときは、落札決定から請負契約を締

結するまでに、契約担当課に対して、その旨を当該事象の状況の把握のため必要

な情報を所定の様式（市ホームページに掲載）により通知すること。 

１７ その他 

(1) 前各項に定めるもののほか、契約規則の定めるところによる。 

 (2) 問合せ先 

   綾瀬市総務部管財契約課 契約検査担当 

   電話番号    ０４６７－７０－５６４２（直通） 

   ファックス番号 ０４６７－７０－５５９７ 



 

※参加の所在地要件について 

概要書に記載している参加の所在地要件の区分は次のとおりです。 

区分 事業所の所在地 

第１区域 綾瀬市内に本店を有する者であること。 

第２区域 綾瀬市内に本店又は綾瀬市内に受任地設定を有する者であること。 

第３区域 
綾瀬市・大和市・海老名市・座間市に本店又は綾瀬市内に受任地設定を

有する者であること。 

第４区域 神奈川県内に本店又は綾瀬市内に受任地設定を有する者であること。 

第５区域 神奈川県内に本店又は神奈川県内に受任地設定を有する者であること。 

第６区域 綾瀬市に登録を有する者であること。 

 

 


